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２０１５年２月号 

本月報はルーマニアの報道をもとに、日本大使館がとりまとめたものです。 

平成２７年３月１３日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

 

主要ニュース 

【内政】 ●ＰＮＬが，現ポンタ政権への対案となる，政権プログラム案を発表した。 

     ●ウドレア下院議員（前ＰＭＰ党首）が汚職の疑いで逮捕された。 

【外政】 ●ヨハニス大統領がフランス，ドイツを訪問し，オランド大統領，メルケル首相等と会談した。 

     ●ＮＡＴＯ国防相会合においてルーマニアへのＮＡＴＯ司令部２か所の設置が決定された。 

【経済】 ●欧州委員会（ＥＣ）は冬季経済見通しにおいて，ルーマニアの２０１５年のＧＤＰ成長率予測

を対前年比で２．７％，２０１６年は２．９％と予測。 

     ●２０１４年第４四半期のＧＤＰ成長率は，対前期比では０．５％，対前年同期比では２．５％(い

ずれも季節調整後)，また，２０１４年のＧＤＰ成長率は２．９％(季節調整前)。 

     ●ポンタ首相は，ＩＭＦ，ＥＣ及び世界銀行からなる代表団と，スタンドバイ取極めに基づく第

３回評価において合意に至らなかったと発表。 

【我が国との関係】●ブカレスト大学日本研究センター主催による国際シンポジウムが開催され，日本から 

          も１０名を超える研究者が参加した。 

 

内政

■野党の動向 

・２日，ルーマニア議会春会期が始まった。野党ＰＮ

Ｌ（国民自由党）は，今会期から同党としての統一会

派を発足させたことを発表した（注：２０１４年１２

月まで，同党は，旧ＰＮＬ会派，旧ＰＤＬ（民主自由

党）会派として議会に登録されていた）。 

・３日，ゴルギウＰＮＬ共同党首は，ポンタ首相に対

し，早期の補欠実施を要求する公開書簡を送付し，そ

の中で，もし政府が補欠選挙を実施しないつもりであ

れば，ＰＮＬとして行政訴訟を提起する考えであるこ

とを示した（「アジェルプレス」通信）。 

・４日，ゴルギウＰＮＬ共同党首は，同党が提出を予

定しているポンタ内閣不信任決議を可決させるために，

与党ＰＳＤ党員を含むすべての国会議員と協議を行う

考えである旨述べた（「アジェルプレス」通信）。 

・２８日，ＰＮＬは，政権を獲得した際に実施すべき

政策集である政権プログラム案を発表した。ブラガ同

党共同党首は，同プログラム案は，ヨハニス大統領の

方針を支持するもので，中産階級の拡大と国内資本の

増大，教育，保健，及びＥＵ・ＮＡＴＯ加盟国として

のルーマニアの責務実現に重点を置いているとしてい

る。また，同共同党首は，同政権プログラムに基づい

てＵＮＰＲ，ＵＤＭＲ及び無所属議員と協議を行い，

４月初旬をメドに最終版の政権プログラムを完成させ

るとしている。 

 

■憲法裁判所判事の任命 

・１８日，ルーマニア議会上院は，空席となっていた

憲法裁判所判事１名の任命にかかる採決を行い，与党

ＰＳＤ（社民党）が推薦するテオドロイウ法務次官を

賛成８７票，反対７３票で承認，任命した。野党ＰＮ

Ｌが推薦するネアゴエ候補は，賛成７３票，反対８７
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票で否決された。 

 

■ＳＲＩ長官指名 

・１９日，ヘルヴィグ欧州議会議員（ＰＮＬ）が，前

月に辞任したマヨール前ＳＲＩ（ルーマニア情報庁）

長官の後任として指名された。ＳＲＩ長官は大統領の

指名に基づき，議会の承認を得て任命される（注：同

欧州議会議員は３月２日議会の承認を得てＳＲＩ長官

に任命された）。 

 

■汚職事件関係 

・５日，ドラグネア副首相兼ＰＳＤ執行副党首は，２

０１２年に行われたバセスク前大統領罷免の是非を問

う国民投票に関連して，職権濫用の嫌疑があるとして

ＤＮＡ（国家汚職対策局）の取り調べを受けた。これ

に関連してポンタ首相は，同日，もしＤＮＡが自分か

ら参考人聴取したいのであれば喜んでそれに応ずる考

えである旨発言した。 

・６日，マザレ・コンスタンツァ市長（ＰＳＤ）はマ

マイアにおける建設工事に絡んだ汚職事件に関連して

ＤＮＡの取り調べを受けた。 

・９日，ルーマニア議会下院は，ＤＮＡから求められ

ていたウドレア下院議員の逮捕請求に対し，同議員の

不逮捕特権解除に関する採決を行い，同議員の逮捕を

承認する判断を下した。ウドレア議員はいわゆる「マ

イクロソフト」事件に関与していた容疑で刑事手続き

の開始を求められていたもの。さらに，同議員は，他

の事件についても刑事手続きが開始された。 

・１２日，ルーマニア議会上院は，破棄院付属検察局

（注：日本の最高検に相当）から求められていたヴォ

スガニアン上院議員（ＰＮＬ）の逮捕請求を否決した。

同上院議員は翌日，ＰＮＬを離党した。 

・１７日，プラホヴァ県における工事受注に絡む汚職

の県議で，ポンタ首相の義兄が経営する会社がＤＮＡ

の捜索を受け，その後逮捕された。また，同日，本件

に関連してギツァ下院議員がＤＮＡの取り調べを受け，

その後，司法監察対象とされた。さらに，２６日には，

ポンタ首相の姉及び母もＤＮＡの取り調べを受けた。 

 

■世論調査 

・２３日付「アデヴァール」紙は，世論調査機関ＩＮ

ＳＣＯＰが２月５日から１０日かけて実施した支持政

党に関する世論調査結果を発表した。設問は，「次の

日曜日に議会選挙が行われるとしたらどの政党に投票

しますか」というもの。 

 

・ＰＮＬ               ４４．２％ 

・ＰＳＤ＋ＵＮＰＲ＋ＰＣ       ３７．４％ 

・ＵＤＭＲ               ５．０％ 

（以下は足切りラインの５％に届かず） 

・ＰＭＰ                ４．９％ 

・ＰＬＲ                ３．３％ 

・ＰＰＤＤ               １．４％ 

・ＰＲＭ                １．１％ 

・ＰＮＴＣＤ              ０．９％ 

・その他                ２．７％ 

 

・２６日付「アデヴァール」紙は，世論調査機関ＩＮ

ＳＣＯＰが実施した「公的人物の信頼度」に関する世

論調査結果を発表した。設問は，「次の公的人物をど

のくらい信頼しますかというもの（「信頼する」「非

常に信頼する」と回答した者の割合）。 

 

・ヨハニス大統領           ６４．６％ 

・イサレスク中央銀行総裁       ４２．１％ 

・ポンタ首相             ２４．５％ 

・オプレスク・ブカレスト市長     ２２．２％ 

・マヨール・ルーマニア情報庁長官   ２１．８％ 

・タリチャーヌ上院議長        １９．０％ 

・バセスク前大統領          １７．８％ 

・ジョアナ上院議員          １６．８％ 

・マコヴェイ欧州議会議員       １６．３％ 

・プレドイウＰＮＬ第一副党首     １６．２％ 

・ゴルギウＰＮＬ共同党首       １２．７％ 

・アントネスク前上院議長       １２．４％ 

・ブラガＰＮＬ共同党首        １０．６％ 

・イリエスク元大統領          ９．０％ 

・ウドレア下院議員           ５．５％ 
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・ケレメンＵＤＭＲ党首         ３．７％ 

 

【政党略称】ＰＮＬ：国民自由党，ＰＤＬ：民主自由

党，ＰＳＤ：社民党，ＵＮＰＲ：ルーマニアの進歩の

ための国民同盟，ＰＣ：保守党，ＵＤＭＲ：ハンガリ

ー人民主同盟，ＰＭＰ：国民の運動党，ＰＬＲ：改革

自由党，ＰＰＤＤ：ダン・ディアコネスク人民党，Ｐ

ＲＭ：大ルーマニア党，ＰＮＴＣＤ：キリスト教民主

農民党 

 

外政 

■主な要人往来 

・５日，ドゥシャ国防相は，ブリュッセルで開催され

たＮＡＴＯ国防相会合に出席した（下記「ＮＡＴＯ関

係」参照）。 

・６－８日，アウレスク外相は，ミュンヘン安全保障

会議に出席。同会議の機会に，ノルウェー，アルメニ

ア，エジプト，クウェートの各国外相，エリアソン国

連事務次長，楊中国国務委員等と個別に会談した。 

・９日，アウレスク外相は，ブリュッセルで開催され

たＥＵ外務理事会に出席した。 

・１０－１１日，ヨハニス大統領は，最初の外国公式

訪問としてフランスを訪問し，オランド大統領と会談

したほか，仏上下両院議長を表敬した。（下記「フラ

ンス関係」参照）。 

・１２－１３日，ヨハニス大統領は，ブリュッセルで

開催された欧州理事会非公式会合に出席した。 

・１３日，アウレスク外相は，グルジアを訪問し，ベ

ルチャシヴィリ外相と会談したほか，マルグヴェラシ

ヴィリ大統領，ガリバシヴィリ首相を表敬した（下記

「グルジア関係」参照）。 

・１１－１５日，ポンタ首相は，米国を訪問し，ヘー

ゲル国防長官，プリツカー商務長官と会談したほか，

米・ルーマニア・ビジネス・カウンシルに参加するな

どした。 

・１６日，アウレスク外相は，スロバキアを訪問し，

ライチャーク副首相兼外務・欧州問題相と会談したほ

か，キスカ大統領，フィッツォ首相を表敬した。 

１７日，クリムキン・ウクライナ外相がルーマニアを

訪問し，アウレスク外相と会談したほか，ポンタ首相，

ヨハニス大統領を表敬した（下記「ウクライナ関係」

参照）。 

・１９日，プレヴネリエフ大統領の訪問に先立ち，ミ

トフ・ブルガリア外相がルーマニアを訪問しアウレス

ク外相と会談した。 

・２０日，プレヴネリエフ・ブルガリア大統領がルー

マニアを訪問し，ヨハニス大統領と会談したほか，ポ

ンタ首相と会談した。同大統領は，ヨハニス大統領就

任後，最初にルーマニアを訪問した国家元首となった

（下記「ブルガリア関係」参照）。 

・２３日，アウレスク外相はフランスを訪問し，ファ

ビウス外相と会談した。 

・２４－２５日，ヨハニス大統領は，モルドバを訪問

し，ティモフティ大統領と会談したほか，ガブリチ首

相，議会議長，親欧州政党代表と会談した。（下記「モ

ルドバ関係」参照）。 

・２６日，ヨハニス大統領は，ドイツを訪問し，ガウ

ク大統領，メルケル首相と会談した（下記「ドイツ関

係」参照）。 

・２７日，ラマ・アルバニア首相がルーマニアを訪問

し，ポンタ首相と会談した（下記「アルバニア関係」

参照）。 

・２７日，ガリバシヴィリ・グルジア首相がルーマニ

アを訪問し，ポンタ首相と会談した（下記「グルジア

関係」参照）。 

 

■フランス関係 

・１０日に行われたヨハニス大統領とオランド仏大統

領との会談のポイントは次のとおり。 

- ヨハニス大統領は，オランド大統領のルーマニア訪

問を招請。 

- ヨハニス大統領からは，ルーマニアのシェンゲン加

入に対するフランスの支持を要請したが，これに対し

オランド大統領は，ルーマニアにはいくつかのコミッ

トを引き受ける用意ができていると述べるに止まった。

- 会談では，そのほか，フランスにおけるルーマニア

国民のイメージ向上，テロとの戦い，ウクライナ情勢

等について意見が交わされた。 
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■ドイツ関係 

・２６日に行われたヨハニス大統領とメルケル独首相

との会談のポイントは次のとおり。 

- ヨハニス大統領から，最新のＣＶＭ（協力・検証メ

カニズム）報告書に示されているように，ルーマニア

にはＥＵの第三国との国境の安全を確保する能力があ

り，ドイツによるルーマニアのシェンゲン加入に向け

た取り組みに対する支援を頼りにしている旨述べたの

に対し，メルケル首相は，本年中の（ルーマニアの）

シェンゲン加入について現時点でコメントできること

はないと述べた。 

- メルケル首相は，ルーマニアとの将来の経済関係が

強化されること望む，ドイツはルーマニアからの移民

を差別的に扱うべきではないと述べた。 

- そのほか会談では，モルドバ情勢及びウクライナ情

勢についても意見交換がなされた。 

 

■ブルガリア関係 

・２０日に行われたヨハニス大統領とプレヴネリエ

フ・ブルガリア大統領との会談のポイントは次のとお

り。 

- 両大統領は，エネルギー，運輸，インフラ，国境を

跨ぐ協力，教育や文化の面においても共通のプロジェ

クトを促進することで，両国の関係を更に発展させら

れるとの認識で一致。また，ルーマニアにおけるブル

ガリア系住民及びブルガリアにおけるルーマニア系住

民に対し，文化的・教育的プロジェクトを実施してい

くことを確認。 

- 両国のシェンゲン加入及びＣＶＭ（協力・検証メカ

ニズム）についても意見交換。 

- そのほか，ＥＵのエネルギー安全保障政策としての

「南北回廊」，東方パートナーシップ，ＮＡＴＯによ

る集団安全保障措置について議論した。 

 

■モルドバ関係 

・２５日に行われたヨハニス大統領とティモフティ・

モルドバ大統領との会談のポイントは次のとおり。 

- 会談では，モルドバの欧州統合路線について意見が

交わされ，ヨハニス大統領からは，ルーマニアはモル

ドバ及びウクライナの欧州統合路線にとって地域の錨

となり得る，モルドバにおける汚職との戦いには国民，

政治家双方の意思が必要であると述べた。 

- これに対し，ティモフティ大統領は，モルドバは今

でもルーマニアからの貴重な支援を頼りにしており，

ルーマニアからの投資，とりわけモルドバ国内におけ

るロシア語放送と同程度に機能するルーマニア語Ｔ

Ｖ・ラジオ放送が実現することを期待する旨述べた。 

 

■グルジア関係 

・１３日に行われたアウレスク外相とベルチャシヴィ

リ・グルジア外相との会談のポイントは次のとおり。 

- アウレスク外相は，グルジアのＥＵ・ＮＡＴＯ加盟

支持を改めて確認。これに対し，ベルチャシヴィリ外

相は，ＮＡＴＯ連絡大使館としてのルーマニア大使館

の活動について謝意を表明。 

- 両外相は，経済、エネルギー、輸送分野のプロジェ

クト（黒海とカスピ海の輸送回廊の発展に向けたバト

ゥミ・コンスタンツァ間のフェリーの再開）について

協議。 

・２７日に行われたポンタ首相とガリバシヴィリ・グ

ルジア首相との会談のポイントは次のとおり。 

- 文化，教育，科学，マスメディア，青年及びスポー

ツの各分野における協力プログラムに署名が行われた。 

- エネルギー分野においてＡＧＲＩプロジェクト，運

輸分野においてバトゥーミ港とコンスタンツァ港との

間の協力について議論。 

- そのほか，グルジアのＥＵ・ＮＡＴＯ加盟，安全保

障，ウクライナ情勢，グルジアを含む地域情勢につい

ても意見交換した。 

 

■ウクライナ関係 

・１７日に行われたアウレスク外相とクリムキン・ウ

クライナ外相との会談のポイントは次のとおり。 

- アウレスク外相は，ルーマニアが機構改革，経済改

革，法整備といった分野においてＯＤＡの供与を行う

用意があること伝えた。 

- アウレスク外相は，ウクライナで行われている部分
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動員が差別的な方法で行われないことを求めたのに対

し，クリムキン外相は同部分動員が差別的に行われな

いことを約束した。 

- そのほか，両外相はミンスク合意後のウクライナ東

部情勢についても意見交換し，クリムキン外相からは，

ＮＡＴＯ基金を通じたルーマニアによるサイバー防衛

支援に対する謝意が表された。 

 

■アルバニア関係 

・２７日に行われたポンタ首相とラマ・アルバニア首

相との会談のポイントは次のとおり。 

- ルーマニアの余剰電力をアルバニアに輸出する可

能性について今後詳細が検討されるべきことで合意。 

- 社会保障分野における協力に関する合意に署名が

成された。 

- ラマ首相からはコソボの国家承認について問題提

起された（注：ルーマニアはコソボを国家承認してい

ない）。 

 

■ＮＡＴＯ関係 

・５日に開催されたＮＡＴＯ国防相会合において，ル

ーマニアを含む中・東欧諸国６か国（ルーマニアのほ

か，ブルガリア，ポーランド，ラトビア，リトアニア，

エストニア）にＮＡＴＯ司令部を設置することを決定

した。ルーマニア国内には２か所の司令部が設置され

る予定。 

・１３日，アフガニスタンにおけるＲＳＭ（「確固た

る支援」任務）に参加するルーマニア部隊４２０名の

派遣式典が行われた。 

 

経済 

■マクロ経済 

・３日，国家統計局(ＩＮＳ)は，２０１４年１２月の

工業製品物価指数が，対前月比で１．１％，対前年同

月比で１．４％，それぞれ低下したと発表。(ＩＮＳ) 

・３日，２０１４年１２月の小売業売上高(自動車，バ

イクを除く)は，前月比で０．３％(季節・労働日数調

整後)，対前年同月比で６．５％(季節・労働日数調整

後)，それぞれ増加。また，２０１４年１～１２月の小

売業売上高(自動車，バイクを除く)は，対前年比で７．

０％(季節・労働日数調整前)増加。(ＩＮＳ) 

・４日，ユーロスタットは，２０１４年１２月の小売

業売上高（季節・労働日数調整後）が，前月比で，ユ

ーロ圏１８か国では０．３％，ＥＵ２８か国でも０．

３％，それぞれ増加と発表。また，前年同月比ではユ

ーロ圏で２．８％，ＥＵ２８か国では３．２％，それ

ぞれ増加。ルーマニアの小売業売上高は対前年同月比

で６．２％増加となり，ルクセンブルク(９．２％），

スペイン（６．６％），ブルガリア（６．４％）及び

エストニア(６．３％)に次いで，５番目に高かった。

（ユーロスタット） 

・５日，欧州委員会（ＥＣ）は冬季経済見通しにおい

て，ルーマニアの２０１５年のＧＤＰ成長率予測を，

対前年比で２．７％とし，去年１１月の予測２．４％

から上方修正。なお，２０１６年のＧＤＰ成長率は２．

９％と予測。（アジェルプレス通信） 

・６日，２０１４年１２月の新規工業受注高(名目)は，

対前月比で４．７％減少し，対前年同月比では１．６％

増加。２０１４年１～１２月の新規工業受注高(名目)

は対前年比で５．８％増加。(ＩＮＳ) 

・６日，２０１４年１２月の工業売上高(名目)は，対

前月比で１０．４減少し，対前年同月比では４．２％

増加。２０１４年１～１２月の工業売上高(名目)は対

前年比で７．８％増加。(ＩＮＳ) 

・９日，２０１４年１～１２月の輸出額は，対前年比

でユーロ建で５．８％(レイ建では６．４％)増加して

５２４億５，８６０万ユーロとなり，輸入額はユーロ

建で５．９％(レイ建では６．４％)増加して約５８５

億６４８０万ユーロ。２０１４年の貿易赤字は対前年

比で３億３，９２０万ユーロ増加して，６０億４，６

２０万ユーロ。(ＩＮＳ) 

・１０日，２０１４年１２月の自動車・バイクの小売

業売上高は，対前月比では２．１％減少(季節・労働日

数調整後)。また，対前年同月比では５．２％減少(季

節・労働日数調整後)。２０１４年の自動車・バイクの

小売業売上高は，対前年比では１．７％増加(季節・労

働日数調整前)。(ＩＮＳ) 

・１３日，２０１５年１月の消費者物価は対前月比で
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０．４３％。また，対前年同月比では０．４１％の増。

(ＩＮＳ) 

・１２日，１２月の工業生産高は，対前月比では０．

３％(季節・労働日数調整後)減少し，一方，対前年同

月比では３．１％(季節・労働日数調整後)増加。なお，

２０１４年１～１２月の工業生産高は対前年比で 

６．１％(季節・労働日数調整前)増加。(ＩＮＳ) 

・１２日，２０１４年１２月の工業生産高は，対前月

比ではユーロ圏１８か国で不変，ＥＵ加盟２８か国で

は０．１％（季節調整後）増加，また，対前年同月比

でユーロ圏で０．３％（季節調整後）減少し，ＥＵ内

で０．３％増加。ＥＵ内で対前年同月比で最も高い工

業生産増加率を記録したのはアイルランド（１８．

２％）で，次いでエストニア（７．６％），ポーラン

ド（５．７％）。ルーマニアは２．４％。（ユーロス

タット） 

・１３日，２０１４年第４四半期のＧＤＰ成長率は，

対前期比では０．５％，対前年同期比では２．５％(い

ずれも季節調整後)。２０１４年のＧＤＰ成長率は２．

９％(季節調整前)。（ＩＮＳ） 

 

■ＩＭＦ，国際機関関係 

・９日，ポンタ首相は，ＩＭＦ，ＥＣ及び世界銀行か

らなる代表団と，スタンドバイ取極めに基づく第３回

評価において合意に至らなかったと発表。合意できな

かった理由は主に２つ。エネルギー価格自由化の延期

と国営企業の構造改革の遅延。 (アジェルプレス通信) 

・１０日，ＩＭＦは第３回目評価ミッションの評価概

要を次のとおり発表。 

(1)２０１５年のＧＤＰ経済成長率は２．７％，２０１

６年は２．９％になると予測。２０１５年に成長を促

進させる要因は，実質賃金の上昇，原油価格の低下及

び低金利環境を背景とした堅調な民間消費になると予

想。 

(2)インフレ率は今年中はルーマニア中央銀行のイン

フレ目標幅(２．５％±１％)の下限を下回ると予測。 

(3)２０１４年の財政赤字は対ＧＤＰ比で１．９％とな

り，２０１３年の２．５％及び２０１４年の財政赤字

目標値の２．２％のいずれをも下回った。２０１５年

には１．８％の財政赤字目標が達成されると予測。 

(4)欧州中央銀行(ＥＣＢ)が金融緩和策を実施してい

る現状において，ルーマニアの更なる金融緩和を支持。 

(5)交通インフラ部門とエネルギー部門で非効率な国

営企業の構造改革を継続することが必要。 

(6)家庭用天然ガス価格の自由化を継続すべきと判断。 

(7)個人破産法を拙速に施行することは危険であり，法

律案作成に当たっては事前に影響調査を十分に行うこ

とが必要。 

 

■産業界の動向 

・４日，２０１４年のルーマニアの乗用車新規登録

増加率は３．７％，貨物車新規登録増加率は６．９％。

（ＩＮＳ) 

・１８日，自動車生産者輸入業者協会(ＡＰＩＡ)は，

２０１５年１月のルーマニアにおける自動車生産台数

は対前年同月比で３．２％増加して３万３，８３４台

に，また，自動車販売台数は１５．４％増加して５，

５３５台になったと発表。(アジェルプレス通信) 

・２０日，２０１４年のルーマニアにおける農業生産

高は１５４億８，０００万ユーロとなり，ＥＵ生産高

全体の３．９５％を占めた。ルーマニア農業生産高の

７３％は穀物，２６％は畜産物が占めていた。(ユーロ

スタット) 

・シェブロン社(米)は，ルーマニアでシェールガス

探査を行った結果としてルーマニアから撤退する

ことを決定したと発表。（２３日付ズィアル・フィ

ナンチアル紙） 

 

■投資関連動向 

・３日，トランスエレクトリカ社とイタリアのプリス

ミアン・パワーリンク社は，トルコ・ルーマニア間の

海底電力ケーブル・プロジェクトのフィージビリテ

ィ・スタディを行うための覚書に署名。（アジェルプ

レス通信） 

・１１日，ジェレア・エネルギー・中小企業・ビジネ

ス環境相は，中国の新任大使と会談し，中国企業によ

って実施されることが期待されている次の経済計画へ

の両国の協力を確認したと発表。 
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(1) チェルナヴォーダ原子力発電所原子炉第３号基及

び第４号基 

(2)タルニツァ・ラプシュテシュティ揚水式水力発電所 

(3)ロヴィナリ石炭火力発電所 

(4)ミンツィア石炭火力発電所 

 

■公共政策 

・投資額が約１０億ユーロのロヴィナリ石炭火力発電

所建設計画において，ＣＥオルテニア社と中国企業

Huadian 社の間でプロジェクト会社の設立が遅れてお

り，その結果，同発電所建設計画にも遅れが生じてい

る。プロジェクト会社は２０１５年４月に設立される

予定。(６日付ズィアル・フィナンチアル紙) 

・１８日，メトロレックス社は，ルーマニアに配分さ

れるグリーン証券の売却益から地下鉄Ｍ６建設計画費

用として同社に３，８５０万レイ（約８５０万ユーロ）

を割り当てるための緊急政令案を運輸省が作成中であ

ると発表。（メディアファックス通信） 

・２３日，ハブレリッツ国家エネルギー規制局長は，

ＩＭＦ代表団に対して２０１５年４月からの国内産家

庭用天然ガス価格引上げに関して，引上げ率をＩＭＦ

が要求する１６．３％よりも低い８．８％と提案した

と公表。(ナイン・オクロック紙) 

・ルス運輸相は，交通・運輸マスタープランが閣議で

承認されたと発表。同プランは２０３０年までに約４

５０億ユーロを投じて運輸インフラを整備するもので，

３月中旬に最終版をＥＣに提出する予定。(２５日付け

アジェルプレス通信) 

・２０１４年８月に開設された全長４３キロメートル

のヤシ＝ウンゲニ間天然ガス・パイプラインを，ウン

ゲニからキシナウまで約１００キロ延長するためには

約１億１，０００万から１億１，５００万ユーロの建

設費が必要。 (２７日付ズィアル・フィナンチアル紙) 

 

■財政政策 

・５日，公共財務省は，２０１４年１２月末のルーマ

ニアの財政赤字が対ＧＤＰ比で１．８５％となり，１

１月末の０．０４％から増加したと発表。（公共財務

省） 

・２５日，ヴルコフ公共財務相は，付加価値税率を２

０１６年に現行の２４％から２０％に引下げ，２０１

８年には更に１８％に引下げること，また，現在一律

に１６％となっている法人税率を１４％に引下げるこ

と等を内容とする税法改正案を検討中であると発言。

(ズィアル・フィナンチアル紙) 

 

■金融等 

・２日，ルーマニア中央銀行(ＢＮＲ)は，２０１５年

１月末の外貨準備高を，３０５億９，５００万ユーロ

(２０１４年１２月末の３２２億１，６００万ユーロか

ら減少)，金準備高を１０３．７トンで不変と発表。(Ｂ

ＮＲ) 

・４日，中央銀行政策会合で，政策金利を２．５０％

から２．２５％に引下げることを決定，５日から実施。

預金準備率はレイ貨建では１０％，外貨建では１４％

で，それぞれ不変。（ＢＮＲ） 

・１３日，２０１４年１月～１２月の経常収支等につ

いて次のとおり発表。(ＢＮＲ) 

(1)経常収支は６億９，６００万ユーロの赤字。なお前

年同期には１１億６，８００万ユーロの赤字。 

(2)外国直接投資(ＦＤＩ)は，２４億２，６００万ユー

ロ。 

(3)中長期対外債務は，２０１３年末から３．５％減少

して，７６１億１，６００万ユーロ(対外債務全体の８

０．８％)。 

(4)短期対外債務は，２０１３年末から５．６％減少し，

１８１億４，３００万ユーロ(対外債務全体の１９．

２％)。 

 

■労働・年金問題等 

・６日，２０１４年１２月の平均給与(名目)は２，５

８２レイ(約５８７ユーロ)で，対前月比で７．０％増

加。また，平均月給(手取り)は１，８６６レイ(約４２

４ユーロ)で，対前月比で１２３レイ(７．１％)増加。

なお，平均給与(手取り)が最も高かった業種は石油・

天然ガス採掘業(５，８０２レイ，約１，３１８ユーロ)

で，反対に最も低かったのは宿泊・飲食業(１０６１レ

イ，約２４１ユーロ)。(ＩＮＳ) 
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・２５日，国家雇用庁(ＡＮＯＦＭ)は，２０１５年１

月末の失業率を，対前月比で０．１７％ポイント上昇

し，対前年同月比では０．３９％ポイント低下して，

５．４６％となったと発表。なお，同月の失業者数は，

１２月末から１５，０７７人増加して４９万３，４１

５人。(ＡＮＯＦＭ) 

・２６日，ルーマニアの最低賃金レベルは２１８ユー

ロで，ＥＵ２８か国中，ブルガリアの１８４ユーロに

次いで２番目に低い。（ユーロスタット） 

 

■格付（２０１５年３月１２日付）  

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（ポジティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（ポジティブ） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ－ (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

■ルーマニア世論調査の結果 

・１６日付「アデヴァール」紙は，世論調査機関ＩＮ

ＳＣＯＰが実施したルーマニア国民の諸外国に対する

好感度調査の結果を掲載し，その中で，日本に対する

ルーマニア国民の好感度はＥＵ主要国，米国に次ぐ第

９位となった。 

 

１ ドイツ              ８７．３％ 

２ 英国               ８４．７％ 

３ スペイン             ８３．３％ 

４ イタリア             ８２．１％ 

５ 米国               ８０．８％ 

６ フランス             ８０．３％ 

７ オランダ             ７９．８％ 

８ ベルギー             ７５．８％ 

９ 日本               ７３．１％ 

１０ ギリシャ            ６７．８％ 

１１ モルドバ            ６７．７％ 

１２ 中国              ５８．４％ 

１３ セルビア            ５４．２％ 

１４ ブルガリア           ５４．１％ 

１５ イスラエル           ５３．１％ 

１６ トルコ             ５２．３％ 

１７ ウクライナ           ４１．０％ 

１８ ハンガリー           ３８．１％ 

１９ ロシア             ２５．４％ 

 

■各種日本関連行事の開催 

・１１日，サトゥ・マーレ県議会は，日本の建国記念

日に因んで，同議会の伝統文化保存・促進センター主

催による日本文化祭「日本の日」を開催。右文化祭は

同議会における初の外国文化紹介事業であり，生け花，

俳句，日本の歌などが紹介され，多くの参加者があっ

た。 

・２８日から３月２日にかけて，ブカレスト大学日本

研究センター主催による国際シンポジウム「現代日

本：課題と挑戦」が開催された。同シンポジウムは今

回で５回目を数え，日本からの研究者１０名以上を含

む，多くの諸外国の日本研究者による発表や議論が行

われた。 

 

（了） 


